
税務処理のＤＸの遅れ 

 法人税等の申告後の関与先への申告書や

総勘定元帳の提供に当たり、書類化するこ

とをせずにＰＤＦ化したものをＤＶＤに保

存する形式での提供としている税理士事務

所も多いようです。 

また、税務調査においては、用意してお

く帳簿として総勘定元帳３年分とか５年分

とかの依頼を受けてから、印刷を行うとい

うことも多いかと思います。 

青色申告者は、資産、負債及び資本に影

響を及ぼす一切の取引につき、正規の簿記

の原則（一般的には複式簿記）に従い、整然

と、かつ、明瞭に記録した帳簿（仕訳帳や総

勘定元帳など）を備え保存しておくべきこ

ととされているので、先のような事実は、

本来的には帳簿備え付けの法規の規定から

は疑問のあるところですが、これらについ

て調査現場で、杓子定規に批判するような

ヤリトリがなされることはなさそうです。

むしろ、青色申告要件帳簿の法規が手書き

帳簿時代のもので著しく時代遅れになって

いることを誰もが了解し合っているからか

もしれません。 

税務実務のＤＸ化への税制改正 

 日本社会のデジタル化の遅れの解消のた

め、今年の税制改正で、電子帳簿保存法と

その施行規則が改正され、帳簿電子化への

事前承認という制度の廃止、帳簿電子化採

用への抑制的とも言える過度なシステム整

備等への要求の大幅な緩和がなされました。 

 事前承認ではなくなったので、この改正

規定の施行される令和４年１月１日以降に

おいては、電子帳簿制度を採用するか否か

は、納税者が任意に決めるところとなりま

す。また、事後修正不可などの旧来型のシ

ステム要件を備えたものには優良待遇の制

度を設けてはいますが、通常の市販の会計

ソフトを利用する場合や、会計事務所に入

力を依頼している場合などにも対応しよう

としての改正なので、導入をためらうよう

なハードルはあまりありません。 

来年以降のことですが 

 調査現場に、会計データの入っているノ

ートパソコンとそのシステムのマニュアル

を用意すれば印刷した帳簿書類を用意しな

くて済みそうです。会計データも、市販ソ

フトで操作するものではなく、元帳データ

をＰＤＦにしたものでも、検索可能ならば、

要件充足しそうです。 
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税務実務ＤＸへ向けて 

元帳印刷の不要化 

元帳はこの

中ですね。 


